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「
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
が
も
た
ら
す
影
響
、
問
題

点
を
始
め
そ
の
時
々
の
経
済
、
社
会
課
題
に
つ
い
て
専
門

を
問
わ
ず
」「
気
軽
に
見
解
を
述
べ
合
う
場
」
と
い
う
増

井
理
事
長
の
ご
提
言
（
証
券
レ
ビ
ュ
ー
二
〇
二
一
年
一
月

号
）
に
触
発
さ
れ
、
筆
者
の
公
表
さ
れ
た
実
証
結
果
等
を

紹
介
し
な
が
ら
、
コ
ロ
ナ
禍
の
中
で
考
え
て
い
る
こ
と
に

つ
い
て
述
べ
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
。

一�

、
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
の
経
済
効
果
・

感
染
死
亡
削
減
効
果

　

わ
が
国
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

（Covid-19

）の
新
規
感
染
者
が
第
七
波
を
迎
え
、
未
だ

に
増
加
を
続
け
て
い
る
国
も
多
い
。
実
は
感
染
症
対
策
も

経
済
学
で
分
析
で
き
る
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
「
上
陸
」
初
期
の
二
〇
二
〇
年
二
月
、
筆

者
はCovid-19

対
策
を
、
最
も
対
策
が
弱
い
水
準
に
効

果
が
止
ま
る
「
最
弱
の
連
結
部
」
の
特
性
を
持
つ
「
国
際

新�

型
コ
ロ
ナ
・
債
務
問
題
・
高
齢
化

－

柔
軟
な
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
・
ナ
ッ
ジ
の
す
す
め

木　

原　

隆　

司

〔
Ｊ
Ｓ
Ｒ
Ｉ
時
事
エ
ッ
セ
イ 

鈴
懸
の
木
の
下
〕
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公
共
財
」
と
し
て
捉
え
、
封
じ
込
め
等
、
全
世
界
で
の
協

力
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
訴
え
た
（
二
〇
二
〇
年
二
月
一

二
日
付
け
日
本
経
済
新
聞
朝
刊
「
私
見
卓
見
」）。
翌
日
か

ら
一
部
の
入
国
制
限
が
実
施
さ
れ
た
が
、
時
す
で
に
遅
く

感
染
は
拡
大
を
続
け
た
。

　

ま
た
、Covid-19
「
対
策
」
の
実
証
分
析
が
少
な
い

中
、
二
〇
二
〇
年
八
月
ま
で
の
国
際
的
な
パ
ネ
ル
デ
ー
タ

を
用
い
て
、Covid-19

対
策
の
経
済
効
果
、
感
染
・
死

亡
削
減
効
果
の
短
期
推
定
を
行
っ
た⑴

。
そ
の
結
果
、
①

ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
等
に
よ
る
「
移
動
性
」
の
低
下
、「
社
会

的
隔
離
政
策
」
の
厳
格
化
に
よ
り
、
有
意
に
鉱
工
業
生
産

指
数
上
昇
率
が
低
下
し
、
失
業
率
が
上
昇
す
る
こ
と
、
②

「
感
染
者
増
加
」
自
体
が
経
済
変
数
に
マ
イ
ナ
ス
の
影
響

を
与
え
る
こ
と
、
③
「
マ
ス
ク
着
用
」
の
普
及
・
義
務
化

が
常
に
有
意
に
累
積
感
染
増
加
率
・
累
積
死
亡
増
加
率
の

引
き
下
げ
効
果
を
持
つ
こ
と
、
④
他
方
、「
三
密
」
対
策

等
の
社
会
的
隔
離
政
策
は
必
ず
し
も
死
亡
増
加
率
の
減
少

に
結
び
つ
い
て
い
な
い
こ
と
、
⑤
累
積
死
亡
増
加
率
に
対

し
て
は
、「
マ
ス
ク
着
用
」
の
ほ
か
は
所
得
補
償
／
債
務

減
免
等
の
「
経
済
支
援
」
の
み
が
有
意
に
負
の
効
果
を
持

つ
こ
と
、
⑥
感
染
比
率
や
死
亡
率
の
「
水
準
」
に
対
し
て

は
、
肥
満
率
、
高
齢
人
口
比
率
、
医
療
水
準
等
の
「
各
国

の
固
有
効
果
」
の
影
響
が
大
き
い
こ
と
等
が
頑
健
に
示
さ

れ
た
。
こ
の
よ
う
に
、
コ
ロ
ナ
禍
の
中
で
は
、
医
療
・
保

健
対
応
の
他
、
所
得
補
償
／
債
務
減
免
等
の
「
経
済
支

援
」
の
た
め
の
財
政
支
出
が
国
を
問
わ
ず
大
幅
に
増
加
し

て
き
て
い
る
。
ま
た
、「
マ
ス
ク
の
効
用
」
は
他
の
実
証

分
析
で
も
示
さ
れ
て
い
る
が
、
政
策
に
十
分
に
反
映
さ
れ

て
お
ら
ず
。
そ
れ
が
、
我
が
国
特
有
の
第
七
波
に
結
び
付

い
て
い
る
可
能
性
も
あ
る
。
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二�

、
コ
ロ
ナ
禍
下
の
財
政
拡
大
と
公
的

債
務
不
履
行
・
再
編

　

コ
ロ
ナ
禍
に
対
応
す
る
た
め
各
国
が
行
っ
た
財
政
拡
大

に
よ
り
、
債
務
問
題
を
抱
え
る
国
が
多
く
発
生
す
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
る
。

　

二
〇
〇
〇
年
代
初
頭
に
は
Ｈ
Ｉ
Ｐ
Ｃ
ｓ
（
重
債
務
貧
困

国
）
等
の
債
務
困
難
に
対
し
て
、
そ
の
発
生
要
因
に
関
す

る
実
証
分
析
が
、
途
上
国
の
制
度
政
策
環
境
の
強
弱
に
応

じ
た
融
資
・
贈
与
等
の
実
施
に
繋
が
っ
た
。
近
年
は
低
所

得
国
等
の
累
積
債
務
問
題
が
再
燃
す
る
と
と
も
に
、
コ
ロ

ナ
禍
等
の
グ
ロ
ー
バ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
が
債
務
国
の
債
務
返

済
能
力
に
影
響
し
、
債
務
不
履
行
・
再
編
の
増
加
が
予
想

さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）
を
中
心

に
多
く
の
理
論
・
実
証
研
究
が
行
わ
れ
て
い
る
。
特
に
、

「
銀
行
部
門
」
が
大
き
い
ほ
ど
対
外
債
務
を
含
む
大
規
模

な
再
編
が
行
わ
れ
、
債
務
再
編
の
成
長
・
投
資
等
へ
の
負

の
影
響
が
大
き
い
と
い
っ
た
、
銀
行
部
門
の
債
務
不
履

行
・
再
編
の
発
生
や
マ
ク
ロ
的
影
響
に
関
す
る
実
証
分
析

結
果
が
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
影
響
を
緩
和
す
る

意
味
で
も
、
銀
行
部
門
を
代
替
・
補
完
す
る
「
証
券
・
資

本
市
場
の
発
展
」
が
必
要
と
な
る
の
で
は
な
い
か
。

　

そ
こ
で
、
筆
者
は
、
従
来
の
推
定
に
用
い
ら
れ
た
変
数

や
銀
行
預
金
等
の
「
銀
行
部
門
」
深
化
変
数
に
加
え
、
株

式
残
高
等
の
「
証
券
市
場
」
変
数
を
用
い
て
、
債
務
再

編
・
不
履
行
の
「
発
生
リ
ス
ク
」、
債
務
不
履
行
「
規

模
」、
債
務
不
履
行
・
再
編
や
金
融
証
券
変
数
等
の
「
成

長
率
へ
の
影
響
」
に
係
る
実
証
分
析
を
、
全
世
界
及
び
不

履
行
／
再
編
経
験
国
双
方
の
サ
ン
プ
ル
で
行
っ
た⑵

。
そ
の

結
果
、
①
金
融
危
機
・
成
長
率
低
下
・
債
務
残
高
の
増
加

が
債
務
不
履
行
・
再
編
リ
ス
ク
を
高
め
、
成
長
率
低
下
・

対
外
債
務
の
増
加
・
制
度
政
策
環
境
の
悪
化
が
債
務
不
履

行
規
模
を
拡
大
し
て
い
る
こ
と
、
②
銀
行
部
門
の
発
達
が
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国
内
債
務
再
編
リ
ス
ク
を
増
し
、
債
務
不
履
行
・
再
編
発

生
時
に
成
長
率
を
更
に
低
下
さ
せ
る
の
に
対
し
、
証
券
市

場
の
発
展
は
国
内
債
務
再
編
リ
ス
ク
・
債
務
不
履
行
リ
ス

ク
を
低
減
し
、
債
務
不
履
行
・
再
編
発
生
時
で
も
成
長
率

に
プ
ラ
ス
の
効
果
を
与
え
回
復
に
貢
献
す
る
こ
と
等
が
明

ら
か
に
な
っ
た
。

　

先
行
研
究
や
今
回
の
分
析
を
踏
ま
え
れ
ば
、
債
務
不
履

行
・
再
編
を
惹
起
す
る
金
融
危
機
等
の
「
グ
ロ
ー
バ
ル
・

シ
ョ
ッ
ク
」
対
応
や
協
調
的
行
動
を
涵
養
す
る
「
国
際
債

務
ア
キ
テ
ク
チ
ュ
ア
」
の
再
構
築
に
併
せ
、
途
上
国
政
府

は
脆
弱
な
「
金
融
シ
ス
テ
ム
」
を
強
化
し
、
債
務
危
機
時

に
銀
行
部
門
が
及
ぼ
す
負
の
影
響
を
緩
和
す
る
意
味
で

も
、
株
式
・
債
券
等
の
証
券
市
場
の
育
成
、
特
に
「
証
券

市
場
規
模
の
拡
大
・
深
化
」
を
図
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

三�

、
東
ア
ジ
ア
の
高
齢
化
と
金
融
資
本

市
場

　

コ
ロ
ナ
禍
を
経
て
も
、
東
ア
ジ
ア
諸
国
の
高
齢
化
の
ト

レ
ン
ド
は
変
わ
ら
な
い
。
中
国
の
高
齢
化
が
世
界
経
済
に

及
ぼ
す
影
響
へ
の
懸
念
も
あ
り
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
等
を
中
心
に
近

年
多
く
の
分
析
が
行
わ
れ
て
い
る
。
他
方
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
で
は

生
産
年
齢
人
口
を
三
〇
〜
六
四
歳
と
す
る
等
、
不
自
然
な

定
義
を
用
い
先
行
研
究
と
異
な
る
実
証
結
果
を
得
て
い

る
。
筆
者
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
同
様
の
説
明
変
数
を
用
い
な
が

ら
、「
生
産
年
齢
」
を
一
五
歳
〜
六
四
歳
と
す
る
通
常
の

定
義
を
用
い
、
サ
ン
プ
ル
国
数
を
増
や
し
よ
り
長
期
の
推

定
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、
筆
者
等
が
行
っ
た
従
来
の
推

定
と
同
様
の
有
意
な
推
定
結
果
が
得
ら
れ
た⑶

。
す
な
わ

ち
、「
高
齢
依
存
人
口
」
の
増
加
が
金
利
を
引
き
上
げ
、

株
価
収
益
率
を
低
下
さ
せ
る
が
、「
高
齢
化
速
度
」
の
上
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昇
予
想
は
金
利
低
下
、
株
価
収
益
率
の
上
昇
を
生
む
。
他

方
、「
金
融
開
放
度
」
が
高
け
れ
ば
そ
れ
ら
の
影
響
は
緩

和
さ
れ
る
。

　

高
齢
化
速
度
の
上
昇
が
予
測
さ
れ
れ
ば
、
退
職
後
の
生

存
年
数
及
び
消
費
支
出
が
増
大
す
る
た
め
、
貯
蓄
額
を
増

や
す
こ
と
が
合
理
的
な
選
択
と
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、

実
証
分
析
に
よ
れ
ば
、
高
齢
化
速
度
の
上
昇
予
想
は
貯
蓄

を
有
意
に
減
少
さ
せ
る
一
方
で
、
金
利
低
下
、
株
価
上
昇

を
も
た
ら
し
て
い
る
。
こ
の
「
謎
」
は
、「
行
動
経
済

学
」
を
用
い
れ
ば
「
時
間
不
整
合
性
に
伴
う
貯
蓄
の
先
送

り
現
象
」
と
し
て
説
明
で
き
る
。
欧
米
で
は
退
職
後
の
貯

蓄
不
足
が
顕
在
化
し
、
行
動
経
済
学
を
活
用
し
た
貯
蓄
促

進
型
年
金
制
度
が
提
唱
さ
れ
て
い
る
。
金
融
審
議
会
で
問

題
と
な
っ
た
「
二
〇
〇
〇
万
円
不
足
問
題⑷

」
の
よ
う
に
、

高
齢
化
が
進
む
東
ア
ジ
ア
諸
国
も
退
職
後
資
金
不
足
国
に

な
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
、
行
動
経
済
学
の
知
見
を
入

れ
、N

udge

（
ナ
ッ
ジ
）
を
効
か
せ
た
金
融
・
年
金
制
度

の
構
築
等
が
必
要
と
な
ろ
う
。

四
、
柔
軟
な
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
す
す
め

　

前
述
の
債
務
問
題
や
貯
蓄
不
足
対
応
等
、
国
際
機
関
や

欧
米
で
は
実
証
分
析
の
結
果
な
ど
経
済
学
的
知
見
が
実
際

の
政
策
に
応
用
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
。
他
方
、
我
が
国
で

は
、
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
（
証
拠
に
基
づ
く
政
策
策
定
）
が
呼
び
か

け
ら
れ
な
が
ら
近
年
ま
で
普
及
し
て
い
な
い
。
こ
れ
は
、

「
〜
が
期
待
さ
れ
る
」
だ
け
で
政
策
（
法
令
・
予
算
措

置
）
が
策
定
・
実
施
さ
れ
、
政
策
決
定
の
「
論
拠
」
が
必

ず
し
も
必
要
と
さ
れ
な
い
こ
と
も
一
因
と
考
え
ら
れ
る
。

期
待
さ
れ
る
結
果
が
出
な
け
れ
ば
、
予
算
が
非
効
率
化
す

る
可
能
性
も
高
く
な
る
。
政
策
決
定
の
「
論
拠
」
と
し

て
、
経
済
学
と
実
証
分
析
を
柔
軟
に
活
用
す
べ
き
で
あ
ろ

う
。
筆
者
は
実
証
分
析
結
果
を
講
演
等
で
紹
介
す
る
際
に

は
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
強
化
を
訴
え
、
特
に
、「
予
算
要
求
」
に
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実
証
分
析
と
経
済
学
的
解
釈
を
「
義
務
化
」
す
る
こ
と
を

提
案
し
て
き
た
。
そ
う
す
れ
ば
、
①
予
算
の
効
率
的
使
用

の
確
率
が
上
が
る⑸

、
②
国
会
等
で
の
政
策
論
拠
が
強
化
さ

れ
る
、
③
財
務
省
と
し
て
も
「
理
論
・
実
証
の
十
分
性
」

等
、
予
算
査
定
の
手
段
が
増
え
る
、
更
に
、
④
要
求
官
庁

を
含
め
「
霞
が
関
」
の
「
経
済
職
」
の
人
材
活
用
が
進

む
、
⑤
政
策
に
関
連
す
る
民
間
も
含
め
真
の
経
済
専
門
家

の
採
用
が
増
加
す
る
、
そ
の
結
果
、
⑥
我
が
国
の
経
済
学

の
水
準
が
底
上
げ
さ
れ
る
、
等
の
効
果
が
「
期
待
さ
れ

る
」。
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
政
策
転
換
に
も
実
証
が
必
要
な

の
で
、
実
証
の
義
務
化
を
「
新
規
予
算
」
で
「
実
験
」
す

る
こ
と
を
提
言
し
た
。
な
お
、「
骨
太
二
〇
二
二
」
に

は
、「
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
取
組
を
強
化
す
る
た
め
、
エ
ビ
デ
ン

ス
に
よ
っ
て
効
果
が
裏
付
け
ら
れ
た
政
策
や
エ
ビ
デ
ン
ス

を
構
築
す
る
た
め
の
デ
ー
タ
収
集
等
に
予
算
を
重
点
化
す

る
」
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

五�

、
行
動
経
済
学
の
政
策
活
用－

直
接

規
制
か
ら
ナ
ッ
ジ
へ

　
「
行
動
経
済
学
」
は
、「
利
己
的
で
合
理
的
な
「
経
済

人
」
の
仮
定
を
置
か
な
い
経
済
学
」
と
さ
れ
、
特
に
「
強

制
せ
ず
に
、
人
々
の
注
意
を
特
定
の
方
向
に
向
け
さ
せ
て

行
動
の
変
化
を
促
す
政
策
手
法
」（
ナ
ッ
ジ
）
を
用
い

る
。
前
述
の
通
り
欧
米
で
は
行
動
経
済
学
の
知
見
を
政
策

策
定
に
生
か
し
て
い
る
が
、
我
が
国
で
こ
そ
、
直
接
規
制

で
は
な
く
ナ
ッ
ジ
を
活
用
す
べ
き
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

行
動
経
済
学
や
ナ
ッ
ジ
の
活
用
に
よ
り
、
①
「
合
理
的
経

済
人
」
の
仮
定
で
は
「
謎
」
と
な
る
行
動
も
理
解
可
能
と

な
り
、
②Covid-19

対
策
等
で
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
な
ど
の

強
い
措
置
を
強
制
で
き
な
い
我
が
国
で
は
、「
社
会
規

範
」
の
活
用
等
に
よ
り
「
対
策
」
の
効
果
を
上
げ
る
こ
と

が
で
き
、
③
ナ
ッ
ジ
が
効
け
ば
予
算
措
置
を
節
約
で
き
る
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こ
と
等
が
期
待
さ
れ
る
。
そ
の
効
果
は
実
証
・
実
験
で
確

認
す
る
必
要
が
あ
る
が
、Covid-19

対
策
を
含
め
、
効

率
的
な
政
策
運
営
の
た
め
に
そ
の
活
用
を
検
討
す
べ
き
と

考
え
る
。

（
注
）

⑴　

木
原
隆
司
（
二
〇
二
一
）「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
国
際

パ
ネ
ル
分
析－

経
済
活
動
・
感
染
・
死
亡
へ
の
短
期
的
影
響
」
焼
田

他
編
著
『
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
の
政
策
課
題
と
分
析－

応
用
経
済
学
か

ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ
』
日
本
評
論
社

⑵　

二
〇
二
二
年
五
月
、
日
本
証
券
経
済
研
究
所
「
ア
ジ
ア
資
本
市
場

研
究
会
」
報
告
。
近
刊
予
定
。

⑶　

木
原
隆
司
（
二
〇
二
一
）「
東
ア
ジ
ア
の
高
齢
化
と
金
融
資
本
市
場

再
考
」
小
黒
一
正
編
著
『
人
口
動
態
変
化
と
財
政
・
社
会
保
障
の
制

度
設
計
』
日
本
評
論
社

⑷　

金
融
庁
（
二
〇
一
九
）
に
よ
れ
ば
、「
老
後
の
生
活
に
お
い
て
は
年

金
な
ど
の
収
入
で
足
ら
ざ
る
部
分
は
、
当
然
保
有
す
る
金
融
資
産
か

ら
取
り
崩
し
て
い
く
こ
と
と
な
る
」
が
、「
収
入
と
支
出
の
差
で
あ
る

不
足
額
約
五
万
円
が
毎
月
発
生
す
る
場
合
に
は
、
二
〇
年
で
約
一
、

三
〇
〇
万
円
、
三
〇
年
で
約
二
、
〇
〇
〇
万
円
の
取
崩
し
が
必
要
に

な
る
」
と
さ
れ
た
。

⑸　

二
〇
一
九
年
に
ノ
ー
ベ
ル
経
済
学
賞
を
受
賞
し
た
バ
ナ
ジ
ー
＆

デ
ュ
フ
ロ
も
著
書
『
貧
乏
人
の
経
済
学
』
の
中
で
、
Ｒ
Ｃ
Ｔ
（
ラ
ン

ダ
ム
化
制
御
試
行
）
で
効
果
が
確
認
さ
れ
た
後
、
政
策
適
用
を
拡
大

す
べ
き
と
し
て
い
る
が
、
Ｒ
Ｃ
Ｔ
に
限
ら
ず
マ
ク
ロ
の
回
帰
分
析
等

の
実
証
結
果
も
柔
軟
に
活
用
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

（
き
は
ら
　
た
か
し
・
獨
協
大
学
経
済
学
部
教
授
）


